
※それぞれの申告については、「補強計画を行った建築士」等または「津市役所建築指導課」が発

行する「住宅の耐震改修を行った証明（増改築等工事証明書または住宅耐震改修証明書）」が必

要となります。

津市木造住宅耐震補強事業補助金の交付を受けた方は、

「固定資産税の減額措置」「所得税の特別控除」

の対象となります。

固定資産税の減額措置を受ける手順

耐震改修に要した工事費用が住宅１戸当たり50万円

超である場合、一定期間固定資産税の減免を受けるこ

とができます。

所得税の特別控除を受ける手順

耐震改修を行った場合、その年分の所得税から一

定の額が控除されます。

Step.1

増改築等工事証明または住宅耐震改修証明を受けてください

「補強計画を行った建築士」等による増改築等工事証明を受けてください。

「津市役所建築指導課」に「住宅耐震改修証明申請書」を提出し、住宅耐震改修証明を受けてください。

津市役所建築指導課から証明書発行の場合

補強計画を行った建築士等から証明書発行の場合

Step2

工事完了後3か月以内に

固定資産税減額申請をしてください

津市役所資産税課に

①住宅耐震改修に伴う固定資産税減額申請書

（申請書は資産税課窓口、HPにあります）

②増改築等工事証明書または住宅耐震改修証明書

③改修工事に係る明細書の写し

（契約書、領収書等の写し 等）

を提出してください。

なお、固定資産税減額申請の提出は、改修工事

完了後3ケ月以内に申請してください。

問い合わせ：津市役所資産税課（電話229-3132）

Step2

確定申告の際、次に掲げる書類を添付し、税務

署へ提出して下さい。

①住宅耐震改修特別控除額の計算明細書※

②増改築等工事証明書または住宅耐震改修証明書

③家屋の登記事項証明など、家屋が昭和５６年５

月３１日以前に建築されたものであることを明

らかにする書類

④住民票の写し

⑤給与所得者の場合は、給与所得の源泉徴収表

※住宅耐震改修特別控除額の計算明細書様式につ

いては下記窓口まで

問い合わせ：津税務署 個人課税部門

（電話228-3133）



１　対象住宅

２　対象工事

３　控除額

A　１０％控除　上限 ： ２５０万円　【耐震改修工事】

　対象 ： 耐震改修に係る標準的な工事費用相当額の合計額Ⓐ※1のうち、

　　　　　 ２５０万円まで　＞　上限額までの標準的な工事費用相当額の合計額 ： Ⓑ

　　　　　 ２５０万円を超えるとき　＞　２５０万円

B　５％控除　上限 ： ①または②まで　【増改築等工事（リフォーム工事含む）】

　対象 ： Ⓐのうち１０％控除限度額を超えた額［（Ⓐ-（Ⓑまたは１０％控除の上限額）］

             とその他の増改築の費用額※1※2の合計のうち、①または②の少ない方まで

　　　　　  ①　1,000万円　-　［10％控除の額（Ⓑまたは上限額）］　の額　

             ②　Ⓐ　＋　その他の増改築の費用額※2

※1　補助金等の交付がある場合、標準的な工事費用相当額から補助金用の額を差

　　　 し引いた後の金額が対象

※2　一定の増改築等 ： 第１号から第６号工事のいずれかに該当する工事で、実際

       に工事に要した額（税込）が控除対象

次の要件を満たす耐震改修

・現行の耐震基準に適合させるための住宅耐震改修工事

・令和５年１月1日から令和10年12月31日までに耐震改修を実施したもの。

【住宅耐震改修に伴う所得税の特別控除】

　個人が住宅について、一定の要件を満たす住宅耐震改修を完了した場合に、その年分

の所得税額から一定の額を控除するものです。

次の要件を満たす住宅

　　① 特別控除の適用を受けようとする者が自ら居住する住宅

　　② 昭和５６年５月３１日以前に建てられた（着工された）住宅

　　③ 改修前の家屋が現行の耐震基準に適合しないもの

令和５年１月１日から令和10年12月31日までに
耐震改修をした場合



４　証明書

５　注意事項

　所得税の特別控除を受けるには、増改築等工事証明書または住宅耐震

改修証明書のいずれかが必要になります。

（※対象工事によって、必要な証明書及び発行主体が異なります。）

増改築等工事証明書（A 耐震改修工事＋B 増改築等工事）

　発行主体 ： ①

②

登録された建築士事務所に所属する建築士

指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関または住宅瑕疵担保

責任保険法人のいずれかに所属する建築士または建築基準適合

　津市で「住宅耐震改修証明書」を発行する場合は原則、「木造住宅耐震補強事業補

助金」の交付を受けた、耐震改修工事のみが対象となります。リフォーム工事等を同

時に行っている場合は、建築士等に増改築等工事証明書を発行してもらうことを推奨

します。

判定資格者

住宅耐震改修証明書（A 耐震改修工事のみ）

　発行主体 ： 津市役所都市計画部建築指導課

津市 都市計画部 建築指導課

〒514‐8611 津市西丸之内２３番１号
TEL：059-229-3187 ／ FAX：059-229-3336

Ｅ-mail：229-3185＠city.tsu.lg.jp



７５，５００ 円

当該家屋の床面積
（単位㎡）

１５，４００ 円
木造の住宅（「木造住宅」という。）の
基礎に係る耐震改修

木造住宅の壁に係る耐震改修 ２２，５００ 円

木造住宅の屋根に係る耐震改修 １９，３００ 円

当該家屋の建築面積
（単位㎡）

当該家屋の床面積
（単位㎡）

木造住宅以外の住宅の免震工事 ５９１，５００ 円

木造住宅以外の住宅の壁若しくは
柱に係るもの又は免震工事以外の
耐震改修

２０，７００ 円

木造住宅以外の住宅の柱に係る耐
震改修のうち、鉄板その他の補強
材を柱に巻き付けるもの（以下「柱
巻補強工事」という。）

１，４３４，５００ 円

木造住宅以外の住宅の柱に係る耐
震改修のうち、柱巻補強工事以外
のもの

当該家屋の床面積
（単位㎡）

当該家屋の床面積
（単位㎡）

当該耐震改修の箇所数

当該耐震改修の箇所数

当該耐震改修の箇所数

以下の表の左欄の住宅改修の内容の区分に応じ、それぞれ同表の中欄の額に右欄の数値を

乗じた金額の合計額となります。

当該耐震改修の施工面積
（単位㎡）

「当該住宅耐震改修に係る標準的な工事費用相当額」の算出方法

３３，１００ 円

木造住宅の基礎、壁及び屋根に係
るもの以外の耐震改修

３３，０００ 円

木造住宅以外の住宅の壁に係る耐
震改修

令和５年１月１日から令和10年12月31日まで
に耐震改修をした場合



全ての居室の全ての窓の断熱改修工事及びこれと併せて行う床、壁、天井の断熱改修工事
（省エネ改修に係る所得税額の特別控除の場合は対象外）
（住宅性能評価書または長期優良住宅の認定通知書によって改修後の住宅の断熱等性能
等級が一段以上工場することが証明される場合は、居室の窓の断熱改修工事を行った場合
も対象）

一定のバリアフリー改修工事に該当する工事
（バリアフリー改修に係る所得税額の特別控除の場合は対象外）

新耐震基準に適合させるための修繕・模様替え
（耐震改修に係る所得税額の特別控除の場合は対象外）

家屋のうち①居室、②調理室、③浴室、④便所、⑤洗面所、⑥納戸、⑦玄関、⑧廊下のいず
れかの床または壁の全部について行う修繕または模様替え

マンション等の区分所有する部分について行う以下①～④のいずれかに該当する修繕・模
様替え

　① 主要構造部である床等の過半について行う修繕または模様替え
　② 主要構造部である階段の過半について行う修繕または模様替え
　③ 間仕切壁の室内に面する部分の過半について行う修繕または模様替え
　　　（その間仕切壁の一部について位置の変更を伴う者に限る）
　④ 主要構造部である壁の室内に面する部分の過半について行う修繕または模様替え
　　　（遮音または熱の損失の防止のための性能を向上させるものに限る）

増築、改築、建築基準法に規定する大規模の修繕・模様替え
大規模の修繕・模様替え ： 建築物の主要構造部の１種以上について行う過半の修繕・模様
替え

分類 対象工事

１号
工事

２号
工事

３号
工事

４号
工事

５号
工事

６号
工事

「一定の増改築等」の対象工事について

住宅ローン減税（増改築）対象となる工事で、具体的には以下の第１号から第６号工事の

いずれかに該当する工事（費用は、実際に当該工事に要した比ゆ尾の税込みの額）

令和５年１月１日から令和10年12月31日まで
に耐震改修をした場合



１　対象住宅

２　対象工事

３　控除額

４　注意事項

　昭和５７年１月１日以前から所在する住宅について、一定の要件を満たす耐震改修が行

われた場合、当該住宅に係る固定資産税額を減額するものです。

次の要件を満たす耐震改修 

・現行の耐震基準に適合する耐震改修であること 

・耐震改修に要した費用の額が１戸あたり 50 万円超であること 

※申請は耐震改修が完了した日から３ヶ月以内に行う必要があります。

・昭和５７年１月１日以前から所存する住宅

・当該住宅に係る翌年度分の固定資産税について、税額の２分の１を減額

　（１戸当たり 120 ㎡相当分までに限る）

・津市で「固定資産税減額証明書」を発行する場合は原則、「木造住宅耐震補強事業

　補助金」の交付を受けた、耐震改修工事が対象となります。 

　なお、「木造住宅耐震補強事業補助金」の交付を受けた方で、固定資産税減額証明

　申請をする際に必要な書類は、住宅耐震改修証明申請書のみとなります。

【住宅耐震改修に伴う固定資産税の減免措置】

津市 都市計画部 建築指導課

〒514‐8611 津市西丸之内２３番１号
TEL：059-229-3187 ／ FAX：059-229-


